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ベンチマーキングの試行運用方法について

● ICTを活用したベンチマ キングの実施イメ ジ● ICTを活用したベンチマーキングの実施イメージ

ベンチマーキング
データベース

データ入力

自動チェック

地方自治体

自動チェック
（将来）

地方自治体

提出状況の

（当面）専用Ｗｅｂサイトの設置

地方整備局

提出状況の
チェック下水道ナショナルデータベース（仮称）

での運用に移行
※別途ICT検討会等で検討
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地方整備局、
都道府県

※別途 検討会等で検討



ベンチマーキングの試行運用方法について

ベンチマーキング試行運用の目的

•平成26年度以降の全国展開に向けた準備作業
デとして、データ収集・整理・分析・公表等を

通じ 業務指標や運⽤上の課題を解決通じ、業務指標や運⽤上の課題を解決。
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ベンチマーキングの試行運用方法について

○ベンチマ キングの試⾏運⽤⽅法に関する留意点○ベンチマーキングの試⾏運⽤⽅法に関する留意点

ベンチマ キング ベンチマ キングベンチマーキング

の 普 及 方 策

ベンチマーキング

の 実 効 性 の 確 保

試⾏対象の地⽅公共団体試⾏対象の地⽅公共団体
適切なグループ分け、背景情報整理
ベンチマーキング結果の公表⽅法ンチマ キング結果の公表⽅法
ベストプラクティスに学ぶための仕組みづくり
⼊⼒値の正確性確保（将来）
内⾃治体 説 会 催 成 年 催 定国内⾃治体への説明会開催(平成26年3⽉開催予定)
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ベンチマーキングの試行運用方法について

試行対象の地方公共団体（案）試行対象の地方公共団体（案）

•ベンチマーキングの今後の全国展開を踏まえ、本年度は、都道府県

項目 地方公共団体

及び政令指定都市（63事業体）にて試⾏。
項目 地方公共団体

都道府県（４２）
※ 流域下水道の実施自治体

北海道、青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、
福島県、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、
東京都 神奈川県 新潟県 富山県 石川県東京都、神奈川県、新潟県、富山県、石川県、
福井県、山梨県、長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、
三重県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、
和歌山県 鳥取県 島根県 岡山県 広島県和歌山県、鳥取県、島根県、岡山県、広島県、
山口県、徳島県、香川県、高知県、福岡県、長崎県、
熊本県、沖縄県

政令指定都市（2１） 札幌市 仙台市 さいたま市 千葉市 東京都区部政令指定都市（2１） 札幌市、仙台市、さいたま市、千葉市、東京都区部、
横浜市、川崎市、相模原市、新潟市、静岡市、
浜松市、名古屋市、京都市、大阪市、堺市、神戸市、
岡山市 広島市 北九州市 福岡市 熊本市
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岡山市、広島市、北九州市、福岡市、熊本市



ベンチマーキングの試行運用方法について

適切 グ 分け 背景情報整理適切なグループ分け、背景情報整理

•今回試⾏対象の収集データをもとに、グループ分けを⾏うための要素
（規模、処理⽅式等）について検討する。
•グループ分けの詳細な検討は、本格実施以降、実際の全国データを
分析しながら実施する。
•特異データ等については、必要に応じ、背景情報等を個別に⾃治体に特異デ タ等については、必要に応じ、背景情報等を個別に⾃治体に
確認する。

グループ分けのイメージ例（経常収支比率）グル プ分けのイメ ジ例（経常収支比率）

y = ‐14.56ln(x) + 312.76
R² = 0.122

y = ‐6.236ln(x) + 210.44
R² = 0.0013

y = 9.758ln(x) + 57.292
R² = 0.0018

100

1,000

）

経常収支比率（処理区域内人口で分類）

y = ‐1.907ln(x) + 143.1
R² = 0.0002

y = ‐31.7ln(x) + 192.8
R² = 0.0136

y = 23.241ln(x) + 137
R² = 0.0335

100

1,000

）

経常収支比率（有収水量密度で分類）

y = ‐48.47ln(x) + 318
R² = 0.1065

y = 10.588ln(x) + 116.96
R² = 0.0017

y = 14.743ln(x) + 97.193
R² = 0.0428

100

1,000

）

経常収支比率（供用開始後年数で分類）

y = ‐3.308ln(x) + 181.92
R² = 0.0017y = 19.746ln(x) ‐ 4.5994

R² = 0.0369

10経
常

収
支

比
率

（
%

10万人以上 5万人以上10万人未満 1万人以上5万人未満

5千人以上1万人未満 5千人未満

y = ‐11.77ln(x) + 162.59
R² = 0.004
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100

経
常

収
支

比
率

（%
）

7.5千m3/ha以上

5.0千m3/ha以上7.5千m3/ha未満

2.5千m3/ha以上5.0千m3/ha未満

y = 8.0943ln(x) + 124.94
R² = 0.0022
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100

経
常

収
支

比
率

（
%
）

供用開始後25年以上

供用開始後15年以上25年未満

供用開始後5年以上15年未満

5
※ 平成23年度下水道事業経営指標・下水道使用料の概要（総務省）より

1
100 1,000 10,000 100,000 1,000,000 10,000,000

処理区域内人口（人）

5千人以上1万人未満 5千人未満

1
0.10 1.00 10.00 100.00

有収水量密度（m3/ha）

2.5千m3/ha未満

1
1.00 10.00 100.00

供用開始後年数（年）

供用開始後 年以 年未満

供用開始後5年未満



ベンチマーキングの試行運用方法について

ベンチマーキング結果の公表方法

•デ タベ スへは ベンチマ キングの関係者（国交省 事務局 委員•データベースへは、ベンチマーキングの関係者（国交省、事務局、委員、
⼊⼒⾃治体）がアクセス可能とする。
「デ タ分析結果のフィ ドバ ク」 「ワ クシ プ等による•「データ分析結果のフィードバック」、「ワークショップ等による
⾃治体間ネットワークの構築」が、データ提出にかかるインセンティブ
と かとなるのではないか。
•⼀般への公表は、当⾯レポート等により⾏う。

（参考）
フランスとオーストラリアは、データベースへのアクセスを一般開放している。
イギリスは、レポートを一般公開している。
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ベンチマーキングの試行運用方法について

学ぶ め 仕組 づくベストプラクティスに学ぶための仕組みづくり

•ベストプラクティスは ワ クショップ等を通じてその取組内容を確認し•ベストプラクティスは、ワークショップ等を通じてその取組内容を確認し、
⽔平展開することが有効。

•ワークショップの実施⽅法等は、11⽉頃開催予定のEBC
（欧州ベンチマーキング共同体）主催のベンチマーキングワークショップ
（横浜市参加予定）等を通じて検討。

●EBC(欧州ベンチマーキング共同体)ベンチマーキングプロジェクトスケジュール

項目 日程

データの検証と分析 7月15日～9月15日

レポ ト案の作成 10月中旬

本プロジェクトには、2011年報告書（5回⽬のプロジェクト
報告書）では19ヶ国45事業体が参加。
参加により、ヨーロッパ諸国の事業体の先進的取組に関する具体な
情報⼊⼿が可能。

グ ⽔道事業 パ 際的レポート案の作成 10月中旬

ベンチマーキングワークショップ 10月31日～11月1日

最終レポートの発行 12月15日

評価 12月15日

ベンチマーキングによって下⽔道事業のパフォーマンスの国際的な
レベルが確認できる。
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評価 12月15日

プロジェクトの終了 12月31日



ベンチマーキングの試行運用方法について

入力値の正確性確保（将来）

• ICTを活⽤した専⽤Ｗｅｂでのデータ⼊⼒により、データ精度
のチェック・分析・結果のフィードバックの省⼒化を⾏う。

• ICT活⽤時のチェックは、2σあるいは3σ等を⽤いた統計的
処理によるチェックの⾃動化を⾏う処理によるチェックの⾃動化を⾏う。

3年間程度データが蓄積した後、最新データを追加する際に自動チェックをかけるという手法
を想定。
上述の2or3σ等による統計的処理（過去の自己入力データの平均等との比較）上述の2or3σ等による統計的処理（過去の自己入力データの平均等との比較）

入力自治体は、自動チェックによるメッセージ確認後、当該データを登録するかどうかを
決定する（必要に応じて修正後、登録）。
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ベンチマーキングの試行運用方法について

国内自治体への説明会開催

• ベンチマーキングの平成26年度以降の円滑な全国展開を図るベンチマ キングの平成26年度以降の円滑な全国展開を図る
ため、都道府県、政令指定都市等を対象とした説明会を実施。

• 開催拠点は、東京と⼤阪の2か所を想定。
• テーマ（案）テ マ（案）
○ベンチマーキング試⾏レポート(本調査概要)
○下⽔道ベンチマーキングＨＰ
○ＥＢＣの取組
○ＩＳＯの動向 等
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